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１ 近年における犯罪情勢
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（1） 刑法犯認知件数の推移

（2） 街頭犯罪及び侵入犯罪の認知件数の推移



１ 近年における犯罪情勢

（3） ストーカー事案の相談等件数の推移
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（4） 配偶者からの暴力事案等の相談等件数の推移
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※ ストーカー事案には、執拗なつきまといや
無言電話等のうち、ストーカー規制法やそ
の他の刑罰法令に抵触しないものも含む。

※ 配偶者からの暴力事案等は、配偶者から
の身体に対する暴力又は生命等に対する
脅迫を受けた被害者の相談等を受理した
件数を指す。

（5） 児童虐待事件の検挙件数の推移
1,138



１ 近年における犯罪情勢
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18,212 394.7

※ 平成16年及び17年の数値は、オレオレ詐欺、架空請求詐欺及び融資保証金詐欺の合計、平成18年から21年の数値は、還付金等詐欺を加えた振り込め詐欺の４類型の合計、
平成22年以降の数値は、振り込め詐欺以外の特殊詐欺（金融商品等取引名目、ギャンブル必勝法情報提供名目、異性との交際あっせん名目、その他）を加えた８類型の合計

（6） 特殊詐欺の認知件数及び被害総額の推移

（7） サイバー犯罪等に関する相談取扱件数の推移
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２ 警察行政に与える影響と課題
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(1) 人口減少と労働力の絶対量の不足

我が国の人口は2008年をピークに減少し、高齢化が急速に進行
2040年頃には、団塊ジュニア世代が高齢者となる一方、20歳代前半となる者の数は団塊ジュニア
世代の半分程度にとどまり、労働力の絶対量が不足

若年層警察官の確保が困難化していくことが見込まれるが、社会情勢の変化に伴って生じる新たな
治安上の問題や、災害等の警備事象に対し、的確に対処するための執行力を確保する必要
業務の合理化・高度化を図り、警察力の効率的な配分を進める必要

○ AI、ドローン等の先端技術の活用
○ 情報システムの統合的運用による全国的な情報の共有

※ 警察特有のセキュリティ確保

選択と集中のための役割分担業 務 の 合 理 化 ・ 高 度 化

○ 民間や関係機関との連携
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(2) 都市と地方の変容

全国で、空き家や所有者不明土地が増加
都市では、人口減少により「都市のスポンジ化」やDID（人口集中地区）の低密度化が進行
中山間地域では、集落機能の維持が困難になるような低密度化が発生するおそれ

低密度化が進行している地域においても、住民の生命・身体・財産
の保護のため、一定の事案対処能力を確保する必要

多様化する住民ニーズを踏まえつつ、人口縮減時代における都市と
地方の変容に応じた警察運営を確保する必要

○ 統合可能な拠点や機能の検討

○ 効率的な業務運営の検討

※ パトロール等基本的な警察活動の水準を維持

※ 自治体をはじめとする関係機関等との連携強化

全体最適の追求による事案対処能力の確保




